
 
 
 
 

◆自民党教育再生実行本部の第 2次提言 
 

「幼児教育の無償化 平成 26 年度からの実現を要請」 

 
 平成 23 年 5 月 23 日、自由民主党の教育再生実行本部（遠藤利明本部長）は、「幼児教育の無償

化の実現」などを盛り込んだ第 2 次提言を安倍晋三首相に提出しました。 
 この第 2 次提言のうち「平成の学制大改革」に関する提言の第 1 番目に、次のとおり、全日私幼

連が強く要望している「幼児教育の無償化の実現」の項目が掲げられています。 
 

1. 幼児教育の無償化の実現 
○ 幼児教育の無償化を実現。全ての 3 歳児から 5 歳児に充実した幼児教育

を提供 
○ 生涯にわたる学びの基礎を培う幼児教育を充実 

 
以上の内容で、同実行本部として、平成 26 年度からの幼児教育の無償化の実現を政府に強く働

きかけていくことにしています。 
今後、幼児教育の無償化が大きく前進することが期待されますので、全日私幼連からお願いして

いる署名活動の一層の推進が望まれます。 
 また、同提言の「6‐3‐3‐4 制の見直しと義務教育の充実」の項目では、 
 

・諸外国の状況や、関係者・保護者等の意見などを検証しつつ、幼稚園・保

育所・認定こども園を活用した 5 歳児教育の義務化について検討 

・併せて、義務教育の早期化について検討 

 
との記述があり、幼児教育無償化との関係、入学年齢を早期化した場合の教育内容等の課題を踏ま

えつつ、検討というコメントが付けられています。 
義務教育の早期化の検討については、すでに17日の情報特急便でお知らせいたしましたように、

5 歳児を小学校の義務教育にするものではないとの趣旨が、遠藤利明本部長から明らかにされてい

ます。 
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